
第111期中間報告書
2023年4月1日〜2023年9月30日

証券コード：9059
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　当社は、2023年11月に、おかげさまで創立80周年を迎えることができました。
　これもひとえに、株主の皆様をはじめとするステークホルダーの皆様のご支援によるもの
であり、厚く御礼申し上げます。

　さて、2024年３月期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）第２四半期決算を行
いましたので、株主の皆様に事業の概況をご報告申し上げます。

株主の皆様へ

●第2四半期の業績について
　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、
新型コロナウイルスに伴う各種制約から経済活動の正
常化が進み、個人消費や設備投資などの回復が見られ
る一方で、ウクライナ情勢の長期化などによるエネル
ギー価格や原材料価格の高騰、世界的な金融引締めに
伴う影響や中国の景気減速など依然として先行きの不
透明な状況で推移しております。
　このような経済環境の中、物流業界におきましては、
国内における貨物量は小幅ながら回復傾向にあるもの

の、国際貨物の荷動きは全体的に停滞し、電気代をは
じめエネルギー価格の負担も懸念されます。また、
2024年４月から適用される自動車運転業務における
時間外労働時間の上限規制（2024年問題）に向けた
対応も大きな課題となっており、引続き厳しい環境に
あります。
　当社グループにおきましては、国内部門では、前々
期から前期にかけて獲得した新規営業や既存取引の業
容拡大、Ｍ＆Ａ等の要因に加え、これまで行った燃料
価格や各種調達コストの上昇を踏まえた適正運賃の確
保が進んだことから、前年同期比増収増益となる一方、

Top Message

代表取締役社長
原島　藤壽

Financial Highlights

私達は、お客様に満足されるサービスを提供し、お客様と共に繁栄します。

経常利益営業収益
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国際部門では、全体的な荷動きの停滞に加え、前期ま
でみられた需要逼迫による特需的な要因が解消された
ことから、前年同期比減収減益となっております。
　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の営業収益
は25,436百万円（前年同四半期比2.0％減）となり、
営業利益は1,690百万円（前年同四半期比23.0％増）、
経常利益は1,758百万円（前年同四半期比22.3％増）、
親会社株主に帰属する四半期純利益は1,152百万円（前
年同四半期比38.3％増）となりました。

●�株式分割・記念配当を含む中間配当・
株主優待拡充について

　当社は創立80周年を迎え、株主の皆様へ感謝の意を
表し、当社株式の投資魅力を一層高めるため、2023
年７月１日付で、株式１株につき２株の割合で株式分
割を行いました。
　また、中間配当につきましては、普通配当8.5円に加
え、80周年記念配当１円を実施することとし、１株当
たり9.5円とさせていただきます。
　さらに、毎年３月31日現在の株主様に贈呈している
株主優待（図書カード）の対象を100株以上に据え置
くことにより、株主優待制度を実質的に一部拡充させ
て頂いております。

●当期の見通し
　2024年３月期決算までの第３四半期以降の景気動
向は、依然として不透明な状況が続くものと予想され
ます。
　当社グループは、2024年３月期の経営方針として、

「80年を超え500億を超えて 新カンダを皆で築いてい
こう」を掲げ、新規業務の獲得、新時代に合わせた明
るい職場づくり、インフレ・人手不足時代に合わせた
新たな取組み、交通事故・労災事故削減等に取り組ん
でおり、引き続き営業力の強化による収益性の向上、
適正運賃の確保および更なる効率化の実施等により、
企業価値の向上に注力して参ります。
　2024年３月期の通期連結累計期間の業績予想につ
きましては、前回発表（2023年５月15日付）の業績
予想に変更はなく、連結営業収益52,000百万円、連結
営業利益3,100百万円、連結経常利益3,150百万円、
親会社株主に帰属する当期純利益2,050百万円を見込
んでおります。
　株主の皆様におかれましては、何卒今後とも変わら
ぬご支援ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。

親会社株主に帰属する当期純利益 総資産／自己資本比率
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Topics

当社は、おかげさまで2023年11月21日をもちまして創立80周年を迎えました。

■売上高

旧神田区の
16社が統合し
発足

1943年

総合スーパーの
一括配送業務開始

1971年

日本証券業協会に
株式を店頭登録

1994年

創立

60周年

「神田便」の名で
路線事業を開始

1948年

出版物の共同配送開始
1963年

東京証券取引所
市場第二部へ上場

2004年

50周年

東京都北区浮間に
流通センターを竣工

（PRO-1浮間）

1990年

神田運送㈱から
カンダコーポレーション㈱へ
社名変更

1991年

埼玉県さいたま市に
物流センターを開設

（岩槻物流センター）

1995年
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㈱ソフトエイジをグループ化
2021年

㈱ペガサスグローバルエクスプレスを設立し、
国際物流に進出

2010年

群馬県邑楽郡に
物流センターを竣工

（北関東物流センター）

カンダハーティーサービス㈱が
特例子会社に認定

2016年

日本物流ネットワーク協力会（JLNA）発足
2015年

ニュースターライン㈱・
ベルトランス㈱を
グループ化

2014年

太陽光発電事業を開始
2013年

環境配慮型の新本社ビル竣工
（東京建築賞他、多数受賞）

2019年

70周年

持株会社制へ移行
カンダホールディングス㈱へ
社名変更

2009年
タイ王国に
海外現地法人設立

2012年

80周年

堀切運輸㈱をグループ化
東京証券取引所の
スタンダード市場へ移行

2022年
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Financial Statements

前第２四半期
2022年4月 1日から
2022年9月30日まで

当第２四半期
2023年4月 1日から
2023年9月30日まで

営業収益 25,960 25,436
営業原価 23,397 22,543
営業総利益 2,562 2,892
販売費及び一般管理費 1,188 1,202
営業利益 1,373 1,690
営業外収益 113 109
営業外費用 49 41
経常利益 1,437 1,758
特別利益 6 9
特別損失 41 11
税金等調整前四半期純利益 1,403 1,756
法人税等 569 603
四半期純利益 833 1,153
非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0
親会社株主に帰属する四半期純利益 833 1,152

前第２四半期
2022年4月 1日から
2022年9月30日まで

当第２四半期
2023年4月 1日から
2023年9月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,847 2,165
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 667 △ 2,594
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 752 1,414
現金及び現金同等物に係る換算差額 6 3
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 433 990
現金及び現金同等物の期首残高 5,273 6,210
現金及び現金同等物の四半期末残高 5,707 7,200

（単位：百万円）

（単位：百万円）
中間連結キャッシュ・フロー計算書

中間連結損益計算書

国際物流事業
5,372百万円（21.1％）

不動産賃貸事業
443百万円（1.7％）

その他事業
456百万円（1.8％）

貨物自動車運送事業
19,164百万円（75.3％）

営業収益
25,436
百万円

事業別営業収益の状況

前　期
2023年3月31日現在

当第２四半期
2023年9月30日現在

資産の部
流動資産 16,427 18,287
固定資産 25,878 27,732
資産合計 42,306 46,019
負債の部
流動負債 14,018 15,162
固定負債 6,255 7,813
負債合計 20,273 22,975
純資産の部
株主資本   
資本金 1,772 1,772
資本剰余金 1,634 1,634
利益剰余金 18,471 19,530
自己株式 △330 △401
株主資本合計 21,548 22,536
その他の包括利益累計額 477 500
非支配株主持分 7 7
純資産合計 22,033 23,043
負債純資産合計 42,306 46,019

（単位：百万円）
中間連結貸借対照表

連結財務諸表
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Corporate DataStock Information

役　員

商号  カンダホールディングス株式会社
所在地 東京都千代田区神田三崎町三丁目2番4号
創業  1943年11月
資本金 17億7,278万4,000円
従業員  連結　2,819名

会社概要株式の状況
●発行可能株式総数
●発行済株式の総数
●株　主　数

●大　株　主

38,000,000株
23,308,720株

5,484名

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）

株式会社原島不動産 7,891 36.83

カンダ従業員持株会 1,110 5.18

カンダ共栄会 822 3.83

株式会社三井住友銀行 818 3.81

原島藤壽 698 3.25

株式会社原島本店 696 3.24

ユウエイ株式会社 644 3.00

高橋彰子 446 2.08

和佐見勝 269 1.25

三菱ふそうトラック・バス株式会社 266 1.24

（注） 1．上記のほか、当社所有の自己株式1,883千株があります。
2．持株比率は自己株式を控除して算出しております。

会社概要

（2023年9月30日現在） （2023年9月30日現在）

代 表 取 締 役 社 長 原 島 藤 壽
専 務 取 締 役 山 嵜  　 唯
常 務 取 締 役 中 谷  　 智
常 務 取 締 役 江 文 順 一
取 締 役 加 藤 俊 彦
取 締 役 齊 藤  　 実
常 勤 監 査 役 土　 屋　 ミ チ 子
監 査 役 真 下 芳 隆
監 査 役 大 室 幸 子

（注） 1．取締役の加藤俊彦氏および齊藤実氏は、社外取締役であります。
2．  監査役の真下芳隆氏および大室幸子氏は、社外監査役でありま

す。

23,308,720
株

5,484
名

外国法人等
0.21％

その他国内法人
50.18％

個人・その他
43.47％

金融機関  0.09％ 外国法人等  0.52％

その他国内法人
1.36％

証券会社  0.34％

個人・その他
97.66％

株式数 株主数

証券会社  1.48％
金融機関  4.63％

（注）株式数比率・株主数比率は小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。



東京都千代田区神田三崎町三丁目2番4号
TEL 03-6327-1811

21世紀の総合物流企業

単元未満株式（100株未満）をお持ちの株主様へ
単元未満株式ご所有の株主様へは単元株（100株）への買増が可能となっております。なお、従来どおり単元未満株の買取（当社へ売却）も行っており
ます。
特別口座に単元未満株式をお持ちの株主様は株主名簿管理人（みずほ信託銀行）へお問い合わせください。証券会社の口座に単元未満株式をお持ちの株
主様はお取引証券会社へお問い合わせください。

　当社は、株主の皆様のご支援にお応
えするために、下記のとおり株主優待
をご用意しております。

《優待対象》
　毎年3月31日現在の当社株主名簿に
記載された100株以上保有の株主様に
対し、年に1回贈呈
《優待内容》
・保有株式100株以上1,000株未満

1,000円の図書カード　1枚
・保有株式1,000株以上2,000株未満

1,000円の図書カード　2枚
・保有株式2,000株以上4,000株未満

1,000円の図書カード　3枚
・保有株式4,000株以上6,000株未満

1,000円の図書カード　4枚
・保有株式6,000株以上

1,000円の図書カード　5枚
《贈呈時期》
　毎年6月の定時株主総会終了後に発送

株主優待のお知らせ株主メモ

事 業 年 度 毎年4月1日〜翌年3月31日
剰余金の配当基準日 毎年3月31日

（中間配当を行う場合は9月30日）
定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬
単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号

みずほ信託銀行株式会社
証券会社に口座をお持ちの場合 証券会社に口座をお持ちでない場合

(特別口座の場合)

郵 便 物 送 付 先・
電 話 お 問 い 合 わ せ 先

お取引の証券会社になります。

〒168-8507　東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行　証券代行部

フリーダイヤル　0120-288-324
(土・日・祝日を除く　9:00〜17:00)

各種手続きのお取扱い先
(住所変更、株主配当金
受 取 り 方 法 の 変 更、 マ
イナンバーのお届けなど）

みずほ信託銀行　本店および全国各支店
※トラストラウンジではお取り扱いできませんの
でご了承ください。

未 払 配 当 金 の お 支 払 みずほ信託銀行　本店および全国各支店
みずほ銀行　本店および全国各支店

ご 注 意
支払明細発行については、右の「特別口座の場
合」の郵便物送付先・電話お問い合わせ先・各
種手続きのお取り扱い先をご利用ください。

特別口座では、単元未満株式の買取・買増以外の株式
売買はできません。証券会社に口座を開設し、株式の
振替手続を行っていただく必要があります。

公 告 方 法 電子公告（https://kanda-web.co.jp/）
ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告をするこ
とができない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。

○配当金計算書について
租税特別措置法により、株主様に支払配当金額や源泉徴収税額等を記載した支払通知書を通知する
こととなっています。つきましては、支払通知書の法定要件を満たした配当金計算書を同封してお
ります。なお、配当金を株式数比例配分方式によりお受け取りの場合、源泉徴収税額の計算は証券
会社にて行われますので、支払通知書につきましては、お取引の証券会社へご確認ください。

○株式等に関するマイナンバーのお届出のお願い
株式等の税務関係のお手続に関しては、マイナンバーのお届出が必要です。
お届出が済んでいない株主様は、上記お問い合わせ先へマイナンバーのお届出をお願いします。


